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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　前内閣官房参与　峰崎直樹
「チャランケ政治」を訴えた参議院議員候補の登場
　最近読んだダイヤモンド・オンライン7月18日付の「山田厚志の『世界かわら版』」の中に、「チャランケ政治」と言う言葉が出てくる。それは、緑の党から全国区(比例代表)で出ている三宅洋平の活動に注目している記事の中で紹介されている。正直言って、三宅洋平と言う人物についてまったく何も知らなかった。そこで、オフィシャルウエブサイトを開いてみると、「政治をマツリゴトに」と題して、参議院選挙への立候補宣言が書かれている。ちょっと興味深く、要領よく短いので全文を末尾に掲載しておきたい。
安倍政権は衆参ねじれを解消したが、これからどうなる
　参議院選挙の結果が判明した。予想どおりと言うべきか、自民・公明両党で75議席を獲得し、非改選の議席59と合わせて134議席となり、昨年１２月の衆議院選挙に引き続いて参議院でも過半数を制し、ここにねじれは解消した。今後、どのような政治が展開されるのか、衆議院での圧倒的な多数とともに、参議院でも過半数を上回ったことにより、安倍政権の抱えている右翼的体質が露骨に示されていくに違いない。
ただ、自民党単独では過半数には達しておらず、連立を組む公明党がキャスティングボードを握っていることは間違いない。ぜひとも選挙公約で打ち出されていた憲法に対する姿勢や、歴史認識の問題をはじめ、安倍政権が右寄りの姿勢を打ち出す時、ブレーキ役になってほしい。また、ともすれば新自由主義的な経済政策に行きがちな安倍政権の政策を、社会保障重視の姿勢を貫いてほしい。今後3年間、衆参ねじれもなく大きな国政選挙もなさそうであり、余計そのことを痛感する。
政権交代のツケはここまで、民主党再建にむけて再出発
　今回の参議院選挙でも、投票率の低さがまず気になる。52.61％と史上3番目の低さであり、この傾向は昨年12月の衆議院選挙から都議会議員選挙、そして今回の参議院選挙と一連のものである。政権交代に大きな期待を寄せていただいた多くの有権者にとって、自民党に対する支持の高まりと言うよりは、民主党政権に対する”懲罰”と言う思いが依然として継続していることを示したと言えよう。民主党が果たして生き延びることができるのか、どうか、民主党に結党以前の時から参加してきたものの一人として、何とかこの難局を切り抜け、新しい時代に向かって挑戦でき、国民からの信頼の厚い民主党になれるよう、全力を尽くしいく以外にない。
あと3年間は国政レベルの選挙はないとみていいわけで、新しい民主党の組織・政策・人材育成・支持する専門家のネットワークづくりなど、いずれもしっかりとした戦略に基づいて作り上げていかなければならないものばかりである。何よりも、どのような階層の方たちに対して支持を広げていくのか、ターゲットを明確にしていくべきだろう。もちろん、膨大な中間層とそれ以下の低所得層であることは間違いない。ピンチがチャンスであり、相手だってそんなに誇れるような党改革を成し遂げ、その結果国民からの信頼を勝ち取ったわけではない。日本の民主主義をどちらが豊かに創造していけるのか、問われているのだ。
一致結束して難局に挑戦していこう。
G20財務大臣・中央銀行総裁会議開催される
さて、参議院選挙のたたかいのさなかにG20財務大臣・中央銀行総裁会議がモスクワで開催され、日本からは麻生財務大臣と黒田日銀総裁が出席し、共同声明を採択して21日閉幕した。この会合の中で一番大きく問題になったことは、アメリカのFRBバーナンキ議長が5月22日、QE3からの出口問題で一定の方向について発言して以降生じた世界的な金融市場の混乱を、どのように回避するのか、と言う点であったと報道されている。肝腎のバーナンキ議長は今回の会合を欠席しており、主役の一人を欠いたG20内で、世界経済のリーダー役たるアメリカの、存在感の不十分さを象徴しているようだ。確かに、アメリカの金融緩和が縮小されることによる新興国からの資金流出問題もあるのだろうが、アメリカにとっては、長期金利の上昇による住宅や自動車の販売の低下による景気低下や失業問題が大きな問題になりつつある。それだけに、何時。どのような基準で持って金融緩和が収束にむかうのか、神経質な展開が待ち受けているようだ。
中国経済の動向こそが最大のリスク要因ではないか
それよりも、G20で大きく取り上げられなかったのだが、今後大きく問題になりそうなのが中国経済の動向と見るエコノミストもいる。
一つには、中国における信用の膨張が限界に達して経済成長が急減速し始め、確実に影響が出るのが貿易の縮小であり、アジア諸国やブラジルやオーストラリアなど資源輸出国、さらには対中輸出に頼っていたドイツや日本などの経済に悪影響が広がっていく。
さらに、中国国内での基本的な問題として過大な設備投資ができなくなっていることで、製造業の設備投資よりもその数倍にも達する都市化に伴うインフラ投資の行きづまりこそが問題の核心になっているという。リターンを生まない投資を、地方政府が借り入れでファイナンスしてきた「シャドウ・バンキング」と言われる金融システムの行きづまり問題である。政治的には就任間もない習・李体制が、バブルの主役であった地方政府、不動産開発業者、国営企業の関係者の利権構造の崩壊にもつながりかねないこの問題を、どのように処理していくのかが当面重要になりそうだ。日本の1990年代を髣髴とさせる深刻な問題である。
信頼できない中国統計数値の背後にあるもの
中国に関しては、とくに統計に対する信頼が低く、李首相などはGDP統計よりも電力消費量や鉄道運送実績といった現物の動きの方が信頼できる、と発言していたと言われる。ただ、貿易統計では中国から香港への輸出の伸びが異常に大きく、逆に香港から見た中国からの輸入とのかい離が大きな問題になっていた。真相については、どうも輸出の水増しが行われていたようで、輸出還付税が戻ってくることを悪用すべく同じトラックで積み荷を降ろすことなく、ナンバープレートだけを変えるだけで何往復もしていた事例も指摘されている。このように広範囲にわたってGDP統計が水増しされる背景には、中国共産党員の昇進の評価基準に、それぞれの所属組織のGDPの伸び率が採用されてきたことがあると言われている。どこの国の官僚の生態は似ているようで、自分たちが評価され昇進していける基準にあらゆる努力を傾注している姿が目に浮かぶようだ。
アベノミクスの行方、財政健全化の公約は守られるのか
さて、日本のアベノミクスの問題についてのG20での評価に移ろう。前回のように円安政策による近隣窮乏化政策をとっているのでは、と言う露骨な批判はなかった模様だが、9月にサンクトペテルブルグで開催予定のG20首脳会議までに、「信頼できる中期的な財政戦略」を進めるよう求められている。ブランシャールIMF調査局長から「アベノミクス」の財政問題が世界経済の新たなリスク要因の一つと名指しされてきたわけで、参議院選挙後には財政の中期戦略の策定が待ったなしの状況である。
G20の場では、来年4月からの消費税率の引き上げも予定通り進めたいと財務大臣が記者会見で発言しているものの、肝腎の安倍総理は消費税引き上げについて慎重な態度を崩していない。財政規律の問題の深刻さをどのように認識できているのか、まことに心配になってくる。与党・内閣一致して財政規律を維持していくための真剣な目標設定を進められるのかどうか、直ちに補正予算などを組み始めれば、その点の本気度が分かってくるだろう。さらに、2年後の10月には消費税率を無事に10%にまで引き上げたとしても、その後の財政健全化に向けた次の取り組みをどのように進められるのか、社会保障の改革や国土強靭化による公共事業の拡大などとの関係の整理が注目されよう。
アベノミクスの課題、構造改革を求める外国株主の要求
アベノミクスの第三の矢である構造改革については、市場関係者からは評判が悪く、秋の国会で法人税率の引き下げ等を発言するなど、供給サイドを重視する姿勢を露骨に示しはじめている。この構造改革面で注目しなければならない点に、企業に対する改革の問題がある。日本の上場会社の株式所有比率を見ると、外国資本の比率が実に28%を超えて増え続けていることの問題点を見失ってはなるまい。個別企業でいえば、過半数に近い比率を保有している企業もあるわけで、今後のコーポレートガバナンスを通じた企業の改革、具体的には利潤率向上に向けたM&Aやリストラの徹底など、株主の権利として堂々と主張される可能性が大きくなり始めるのではないか、と言う点である。アメリカなどからのマクロレベルの外圧だけではなく、ミクロレベルの改革を求める声の高まりにどのように答えていくのか、大きな問題になりそうである。株主主権資本主義の在り方についての再検討がなされ、しっかりとした資本市場にしていける「公開株式会社法」の制定が、強く望まれる。
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参議院選挙への立候補宣言
　　　夜中にダンスをしたっていいじゃないか。
　　　戦争なんて無い方がいいに決まってる。
　　　原発だってない方向を全力で探りたい。
　　　「手作り」や「自然」を大切にしたい。
　　　大事な情報はオープンであるべきだ。
　　　文化や教育にちゃんと税金を使ってもいいだろう。
もっとファンキーで多様な社会にしたい!
命、大切だろう!!
いま、こういう感性を共有している人たちがけっこう沢山いる気がしま　す。そして彼らは、思いとかけ離れていくクニのあり方を、憂慮しています。そんな人たちが結びつくきっかけとして「選挙に参加する」が在れたら。
「人間が地球にとって有益な微生物であれる社会をつくりたい。」
そのためにまずは話し合いへ混ぜてもらいに、国会へ行こう。教わるこ　とも、教えられることも沢山あるはず。とことん話し合って、チャランケ(アイヌ語:部族間の話し合い)して、お互いに学ぶ先に、素敵な答えは必ずあると信じています。例えば、「経済優先」の是非を論争するのではなく、「経済の質」を話し合い、その意味を膨らませたい。
一緒に、勉強していきませんか?
云いたい事の云い方を。
聞きたい事の聞き方を。
伝えたい事の伝え方を。
支えたい人の支え方を。
相乗り大募集。よろしくお願いいたします。
いつものスタンスで、
マツリゴト
三宅洋平日本アーティスト有意識者会議(NAU)代表
何とも簡潔な意見表明である。何が何でも当選しようと考えている、とは到底思えないのだが、この機会に国民にしっかりと簡潔に訴えたい、という思いが前面に出ていて好感が持てる。今後、この「チャランケ通信」を送って交流できれば、と思う。お互いに、「チャランケ」政治が必要だと思っているのだから。熟議の民主主義とはチャランケ政治のことなのだ。
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